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全日本年金者組合中央本部
年 金 相 談　室

	＊　後期高齢者医療制度をただちに廃止し、老人保健制度に戻せ
＊　「消えた・消された年金記録」は、１人の被害者も出さず最後の一人まで解決せよ

＊　受給資格期間２５年を、当面１０年に短縮せよ

· 全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ


　

2010年は、政権交代という歴史的な情勢の変化のなかで始まりました。

年金者組合が、この情勢の変化を諸要求実現に生かし、国民のなかに大きく深く根付くことを願い、年金相談室もがんばります。

質問にお答えします。

Ｑ、国民年金の保険料を10年さかのぼって払えるようになるのですか。
Ａ，これまでは、国民年金保険料は2年を限度にさかのぼって支払うことが出来ました。この2年を

10年にするという法案が、3月上旬に通常国会に提出されます。対象者は、６５歳未満加入者や無年金者です。この案には、無年金者が保険料を掛け足して年金を受けられるようにしたい場合に、幾つかの壁があります。

①　2年以上さかのぼる保険料には、利子が付き高い保険料となります。支払い能力の無い人は払うことが出来ません。

＊利率を低くする、支払えない人には貸付制度を作り年金から分割で返済できるような方法をとる等、何らかの対策が必要です。

②　現在の無年金・低年金の高齢者への救済策としては、効果は部分的です。

＊現在の高齢者の深刻な無年金・低年金問題に有効な改善策となるように、手直しが必要です。

③　当面の改善策として、「受給資格期間25年を当面10年にする」ことを急ぐべきであります。
　

イギリスでは、最近、最低加入期間（男11年、女性９,75年）を撤廃しました。2010年4月6日以降は、1年以上加入期間があれば、加入年数に応じた額を受け取れるようになるとのことです。

　改めて、日本の年金制度の根幹の部分の異常さに怒りを覚えます。

Ｑ、国民年金の保険料が、1万5,100円になると聞きましたが・・・

Ａ，2010年4月分から、国民年金の保険料が月額1万5,100円になります。440円の引き上げは

２００４年の年金改定以来最高の引き上げです。

現在の雇用状況や景気等からみて、負担の限界を超えた保険料となってしまったのではないかと思います。

　夫婦二人で国民年金の場合、毎月3万200円、子供と三人で毎月4万5,300円になります。

月10万円ちょっとの収入の若者が、毎月1万5,100円払い続けることが出来るでしょうか。

このままでは、若者の未納は増え続け、将来の無年金者を作り続けていくのではないでしょうか。

最低保障年金制度の創設は、喫緊の課題です。

Ｑ，消えた・消された年金記録問題は、今、どうなっているのですか。 

Ａ,　日本年金機構の速報値（2010年2月１９日）によると、「ねんきん特別便」を１億９００万件送付しましたが、未回答は,受給者　５０９万件、加入者　２,０４９万件,合計　２,５５８万件となっています。

　未回答者の多さに驚きます。改めて、記録問題は未だ先の見えない状態にあると実感します。

申し立てが認められない問題、第三者委員会とは何かと言う問題、特別便への未回答者の問題等は、年金者組合としてさらに取り組むべき重要な課題です。年金者組合のさらなる相談活動が待たれています。

　Ｑ，物価が下がっても、今回は年金は下がらないそうですが、本当ですか。
Ａ、本当です。物価（2010年1月下旬、総務省発表の全国消費者物価指数）が１,４％下がりましたが、２０１０年４月分からの年金額の引き下げは無く、現状維持です。

「物価が下がれば年金も下げられるのでは？」と受給者は不安になりますが、今年の年金額は変わりません。これは、物価スライドの複雑な仕組みの結果であり、以前にあった政府の景気対策によるものではありません。この仕組みの詳しい説明について、関心のある方は年金相談室までご連絡ください。資料をお送りします。

とりあえず、今年は年金の引き下げは無いことになりましたが、来年については、次のようになります。

1 今年1年の物価が０,3％以内の下落ならば、来年の年金額の引き下げは無い。０,３％を超えて下落した場合は、０,３％を超えた分だけ年金を引き下げる。

2 物価が上昇した場合は、１９９９年から２００８年までの「たまり」分が２、２％あるので、この「たまり」分を相殺するまで年金は上げない。ただし、賃金の上昇率が物価上昇率より低ければ、低い賃金上昇率を使うので、さらに年金額は抑えられていく仕組みになっている。

3 「たまり」分を相殺し終わったら、マクロ経済スライドがいよいよ登場。

０,3％、２,２％、「たまり」の説明をはぶき、結論のみ書きました。

物価スライド、賃金スライド、マクロ経済スライドの組み合わせで、年金の実質価値が下がり続ける仕組みを変えなければ、年金受給者の生活は苦しくなるばかりです。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

全日本年金者組合は、「社会保険庁解体に反対、新たに発足する日本年金機構を凍結せよ」と

主張してきました。ベテランの首を切り、民間による公的年金の運営で、公的年金制度は大丈夫かと、年金受給者は不安の中にいます。

全日本年金者組合は、中央本部と全都道府県本部、８００を超える支部が全国津々浦々で活動しています。年金相談室では、無料年金相談を行っています。

組合員はもちろん、組合員以外の方からの年金相談・意見・質問を歓迎します。

　「ねんきん特別便」、「ねんきん定期便」を受け取り、そのままになっている人、ぜひご相談ください。

　

中央本部・年金相談室から

＊　年金相談日は、毎週、火曜日と木曜日、午前１１時から午後４時まで

電話・ＦＡＸ・手紙・メールなどで、相談・意見・質問何でもお寄せください。

電話：０３－５９７８－２７５１　　ＦＡＸ：０３－５９７８－２７７７　メール aae41550@pop21.odn.ne.jp
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